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○避難所における感染症対策や良好な生活環境の確保等に係る調査検討

今般の新型コロナウイルス感染症の感染拡大を踏まえ、更なる感染症対策の

推進や、その収束後も見据えた避難所の環境改善等について、有識者による検

討会の指摘等も踏まえながら、自治体において必要となる被災者支援の取組に

ついて調査検討を実施する。

具体的には、避難所に必要な機能等の考え方の整理に加え、在宅避難や車中

泊避難等の避難所以外へ避難する者への支援のあり方等について実態調査を行

いつつ現状の課題及び対応策の検討を進める。

避難所における良好な生活環境の確保に向けた取組についての検討

５年度予算案 9百万円（25百万円）

事業概要・目的

〇都道府県・市町村職員等への周知等を行うことにより、避難所の開設等の準備
だけでなく、被災者の生活環境の整備を促進することにもつながるものである。

期待される効果

事業イメージ・具体例

内閣府（防災）

調査・ヒアリングによる実態把握

報告書の作成、公表

都道府県・市町村等の取組促進
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○ 大規模な自然災害が近年頻発している中、多くの高齢者や障害者等が被害を受ける結果となり、要配慮
者の避難の実効性確保は急務となっている。

○ 令和元年台風第19号等による災害を踏まえ、中央防災会議の下のワーキンググループやサブワーキング
グループで高齢者等の避難のあり方について議論が行われ、「令和元年台風第19号等を踏まえた高齢者
等の避難のあり方について（最終とりまとめ）」（令和２年12月）において、避難行動要支援者名簿及
び個別避難計画等の制度面における改善の方向性が示された。

○ これらを踏まえ、令和３年５月に災害対策基本法（昭和36年法律第223号）が改正され、市町村に避難
行動要支援者ごとに個別避難計画の作成が努力義務化されるなどの規定等が創設された。

○ ハザードマップ上で危険な地域にお住いの、介護を要する方など、優先度が高いと考えられる者の個別
避難計画について概ね５年程度で作成に取り組んでいただくよう市町村に依頼をしているところ。

○ 個別避難計画を作成する市町村は、災害の態様やハザードの状況、気候に加え、人口規模、年齢構成、
避難所の確保状況など、地域の状況が異なり、個別避難計画の作成にあたって課題となる事柄が様々で
ある。

○ この課題に対応するため、令和３年度から取り組んだモデル事業の成果を活用して、本事業では、個別
避難計画の作成の更なる加速化を目指す。

○ このためには、取組が十分に進んでいない市町村を後押しすることが必要であり、都道府県の役割が極
めて重要であることを踏まえ、市町村に対する総合的な支援を実施できる体制作りを行う。

事業概要・目的

期待される効果

５年度予算案 ３０百万円（32百万円）

要支援者の避難に係る個別避難計画の作成の推進

事業イメージ・具体例

<個別避難計画作成加速化事業>

○ 全国都道府県会議の開催
• 全国都道府県の担当者を集め、先進事例等の紹介、各都道府県毎の作成状況、市町村への支援の取組

状況を共有し、都道府県による市町村支援の促進を図る。

○ 都道府県を対象とした加速化支援事業の実施
• 都道府県による市町村支援のため、地域の実情に応じた様々な取組事例を収集、整理し、都道府県による

市町村支援を可能とするための知見やノウハウなどの基盤を整備し普及を図る。
• 市町村の伴走支援のための研修、普及啓発等を実施し、提供する。

○ サポーターの派遣
• 先導的に取り組んでいる自治体職員をサポーターとして全国の自治体に派遣する。
• 具体的な課題に対し、同じ自治体職員の立場の視点で助言等することによる早期の対応を実現する。

<普及・啓発事業>
○ 個別避難計画作成モデル事業のポータルサイトの運用

• ２年間のモデル事業で得られた、効率的・効果的な作成プロセスを全国の自治体に共有する。
• 個別避難計画に関する情報を収集し、ポータルサイトに掲載することで自治体を支援する。

〇 都道府県による市町村へのきめ細かな支援の実施
〇 サポーターによる具体的な課題解決の相談・助言により個別避難計画作成の加速が
図られる。
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○災害ケースマネジメントの事前準備状況や、事例等を把握する観点から、以下の点について
調査を実施し、手引書と併せて、各自治体における取組の実施に結び付ける。

・平時における防災部局と福祉部局との連携、社協やNPO、ボランティア等を含めたネットワー
クの構築の状況・課題

・都道府県と市町村の役割分担に関する状況・課題
・具体のケースを想定した訓練の実施状況・事例
・近年の災害を経験した自治体における発災後の対応と課題 等

○近年、災害が頻発化・激甚化する中、被災者一人ひとりに寄り添いながら、様々な関係者を
つなぎ、継続的に支援を行う「災害ケースマネジメント」の促進が求められている。

○令和３年度は、先進的な取組を行う自治体の事例を集めた取組事例集を作成・公表し、全国
の自治体に共有した。

〇令和４年度は、標準的手法をまとめた手引書を作成するため、有識者や先進的に取り組む自
治体の参画による検討会を開催し、検討を進めているが、平時における事前の準備が極めて
重要との意見もある。

〇令和５年度に手引書を活用して、全国的な普及を図るためには、各自治体が自らの環境を把
握し、「自分事」として取り組む準備を行うことが、必要不可欠であるため、取組の開始に
あたり事前に把握が必要な各自治体の平時による事前の準備状況や、事例等について調査を
実施する。

一人ひとりの被災者が抱える多様な課題解決の推進のための調査事業費

令和４年度補正予算額 15百万円

事業概要・目的

○本調査の実施により、令和５年度から実施予定の災害ケースマネジメントの普及が強力に推

進され、結果として、災害関連死の減少や、一人ひとりの被災者が抱える多様な課題の解決

につながる。

期待される効果

事業イメージ・具体例

災害ケースマネジメント事例集

災害ケースマネジメント手引書（実施中）平時における準備状況・事例等に関する調査

全国の自治体の災害ケースマネジメントを推進

R3

R4

R5
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〇自然災害が激甚化・頻発化し、被災者の早期の情報把握と生活再建の実現が喫緊の課題となって
いる中、被災者が抱える多様な課題が解消されるよう、一人ひとりの被災者の状況を丁寧に伺い、
関係者が連携して必要な支援を行う取組である「災害ケースマネジメント」を一層推進する必要
があるところ。

〇令和３年度は各地方公共団体における災害ケースマネジメントの実施状況や実態把握について
様々な手法を用いて調査し、先進事例の抽出を行うことで、今後、災害ケースマネジメントに取
り組もうとする地方公共団体の参考となるよう、取組事例集を作成・公表した。

〇令和４年度はこの取組事例集等を踏まえ、被災経験の有無を問わず、全国の地方公共団体が、災
害ケースマネジメントを実践していくに当たり標準的な取組方法や活用可能な制度等をまとめた
手引書を作成・公表予定である。また、平時における体制整備や役割分担等に関する状況、多様
な関係者を巻き込んだ訓練等の実施状況等についての実態調査及び事例の収集を図る予定である。

〇令和５年度は、手引書や実態調査の結果等を活用し、被災者の個々の被災状況や生活状況の把握、
専門的な能力を持つ多様な関係者との連携等の被災者支援の留意点等について、各地方公共団体
の職員、福祉関係者等を対象に説明会等を実施することで、災害ケースマネジメントの取組を推
進する。

事業概要・目的

〇災害ケースマネジメントの取組が、幅広い関係者との連携のもと、全国の地方公共団体で実施さ
れることで、被災者一人ひとりにきめ細やかな支援ができるようになる。

〇先進的な取組事例の共有により、現時点で取組中の団体であっても、より被災者のニーズに即し
た支援ができるようになる。

期待される効果

５年度予算案 ８百万円（新規）

被災者に寄り添った支援手法の調査・推進

事業イメージ・具体例

○ 災害ケースマネジメントの取組の普及

地方公共団体職員や福祉関係者、NPO団体、弁護士や建築士等の専門家など幅広い関係者に対し、

事例集や手引書等を用いて、災害ケースマネジメントの基本的な考え方、取組実施の概要等を説明す

ると共に、先進的な取組を行っている事例を共有する等により、災害ケースマネジメントの理解の促進

を図り、取組の普及を図る。

○ 地方公共団体による取組の定着

災害ケースマネジメントの取組の中心となる地方公共団体職員等に対し、手引書等を活用しながら、

災害発生を想定し、庁内外の関係者とどのように連携しながら災害ケースマネジメントを実践するかを

検討・議論し、互いに相談・ノウハウの共有を行う。

4



○災害救助法（昭和22年法律第118号）の救助に関し、被災自治体への
応援職員の派遣を実施する各自治体から、効率化に資する取組を進め
るためにはシステム開発が必要であるとの意見が多数あり、システム
の整備に向けた検討等を実施し、令和４年度において、求償手続きの
効率化・簡素化のための方策を調査し、基礎となる課題の抽出を行っ
ている。

〇令和５年度は、令和４年度の調査結果を踏まえ、システム開発等に必
要な機能や要求をわかりやすくまとめる。併せて、救助法に基づく救
助において、民間団体・企業・NPO等に委託した事例を収集し、救助
実施主体である都道府県等に対し横展開を図る。

災害救助法に基づく救助費用の求償手続きの効率化に関する調査業務

5年度予算案 24百万円（新規）

事業概要・目的

○応援自治体と被災自治体の双方の事務負担の軽減が図られる。

期待される効果

事業イメージ・具体例

要件定義（※）等の基礎となる課題の抽出（令和４年度実施調査案件）

〇救助費用の求償手続きの効率化に向けた
システムの整備のための「要件定義」

〇救助法に基づく救助において、民間団
体・企業等に委託した事例の収集

実務者会議及び全国知事会
との間で開催する「救助の
基準関する意見交換会」で
合意を図る

令和５年度実施内容

※要件定義とは、システム開発において、どのような機能をどのように実現するかをわかりやすくまとめ定義することをいう。
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〇罹災証明書は、各種支援策の判断材料として活用されるため、その前提と

なる住家の被害認定調査から罹災証明書の交付までの一連の業務は、発災

後速やかに実施する必要がある。

〇内閣府防災では、豪雨災害に伴う被害認定調査業務において、河川の氾濫

などが発生し、外力による一定の被害が生じた住家には、浸水深による簡

易な判定を可能とするなど、その効率化・迅速化に取り組んできた。

〇一方で、局地的な豪雨などにより、外力による一定の被害が生じない内水

氾濫も頻発しているため、内水氾濫による被災住家についても、簡易な判

定の導入に関する課題や手法等を調査・分析し、被害認定業務の更なる効

率化・迅速化を図る。

被災者支援・復興対策の推進①
(災害の被害認定基準等の適正な運用の確保経費)

５年度予算案 １３百万円（１４百万円）

事業概要・目的

〇内水氾濫の被害を受けた住家について、過去の被害認定調査結果などを調

査・分析し、簡易な認定手法の検討を行い、自治体へ周知する。

【事業イメージ】

・近年、内水氾濫による住家被害が発生した自治体から、被害認定調査の事

例を収集し、被害程度の傾向や簡易な判定手法などの調査・分析を踏まえ、

実施体制の手引き等の改定・自治体への周知を行う。

・全国の調査員の能力向上を図るため、改定した手引きや過去の事例などを

基に、各種災害に応じた適切な演習問題等を作成し、自治体への説明会等

で活用する。

事業イメージ・具体例

〇各種災害発生時に市町村が適正かつ迅速に被害認定調査及び罹災証明書の

交付を実施できるようにすることで、各種支援を円滑に進めることができ

る。

期待される効果
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多様な主体の連携促進事業
５年度予算案 ４０百万円（３２百万円）

（１）大規模災害における多様な主体の連携推進調査
• 被災者一人ひとりに寄り添った支援を円滑に行うため、行政・ボランティア・NPO等
の多様な被災者支援主体間の連携体制を構築・強化するための実態調査及び研修
会の実施する。

（２）防災ボランティア活動における調査等
• 行政・ボランティア・NPO等の間での意見交換等の場を設け、ボランティアの裾野拡
大を推進する。

（３）防災・減災、国土強靭化新時代の実現に向けた「避難生活支援・防災人材育
成エコシステム」の構築

• 避難生活支援分野においてスキルを持ったボランティアを育成するためのスキル
アップ研修のカリキュラム内容等について、令和４年度に５地区で実施するモデル研
修の結果を踏まえた再検討を進め、モデル研修を10地区程度に広げて実施する。

• 研修修了者の認定制度の創設やデータベース化、マッチングシステムの構築に向け
た検討を実施する。

事業イメージ・具体例

○ 首都直下地震、南海トラフ地震などの大規模災害に備え、多様な被災者支援主体
間の連携体制の強化や、その連携を担う人材（コーディネート人材）を育成することで、
平時から、応急・復旧、復興まで各フェーズにおける円滑・効率的なボランティア活動
の推進及び各地域の防災力の向上が図られる。

○ 避難生活支援分野におけるスキルを持ったボランティアを育成するためのスキル
アップ研修を実施することで、個々のボランティアスキルの向上を図るとともに、避難
生活環境の改善を図り、避難生活を要因とする災害関連死を減らしていく。

期待される効果

◯ 「ボランティア元年」と呼ばれる平成７年の阪神・淡路大震災では、全国から約140万

人の人々がボランティアとして駆け付け、復旧・復興の大きな原動力として認識され、

災害対策基本法（昭和36年法律第223号）に、行政が「ボランティアの環境整備に努め

る（平成７年改正） 」、「連携に努める（25年改正） 」旨が規定された。

◯ 近年、各地で発生している災害時においても、ボランティアや多様な専門技能を持つ

NPO等は大きな役割を果たしており、今後発生が懸念される南海トラフ地震等の大規

模災害への対応において、その重要性はますます高まっている。

◯ こうした現状に鑑み、被災者支援を円滑・効率的に実施するため、行政・ボランティ

ア・NPO等の多様な被災者支援主体間の連携の強化、更なる裾野の拡大等を推進し

つつ、研修や訓練の実施等により多様な被災者支援主体間の連携をコーディネートす

る人材の育成を図る必要がある。

◯ 令和３年５月に「防災教育・周知啓発ワーキンググループ（災害ボランティアチー

ム）」で提言された『避難生活支援・防災人材育成エコシステム』の構築に向け、避難

生活支援を担うボランティアの育成のためのスキルアップ研修や、ボランティアと地域

とをマッチングするための仕組みを構築する必要がある。

事業概要・目的
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官民連携による被災者支援体制整備事業
５年度予算案 ４６百万円（新規）

（１）都道府県域における官民連携体制の整備

○ 官民連携による被災者支援活動を行っている県においてモデル事業を実施。

なお、事業実施にあたっては、官民連携体制（中間支援組織等）の立上げ・構築

（セットアップ）に必要な知見・ノウハウ等の把握・収集において参考となる都道

府県を選定。

【モデル事業の主な内容】

• 行政、民間団体等とのネットワーク構築・強化

• 行政、民間団体等との連絡会議等の設置・運営

• 中間支援組織等の役割強化

• 官民連携の促進イベント開催

（２）都道府県域・全国域での被災者支援活動の実態調査

• 近年の被災地における被災者支援の実態調査

• 官民による被災者支援活動の実態や中間支援組織等の役割の実態調査

事業イメージ・具体例

○ 災害時の調整の要となる中間支援組織等が平時から活動することで、災害時

の円滑な活動調整が可能となる。

○ 中間支援組織が未整備の都道府県における整備、活動の活性化が進む。

○ 被災者支援における共助の幅や質が向上し、行政の負担の軽減が期待され

る。

期待される効果

◯ 災害の頻発化・激甚化、巨大災害の懸念、超高齢社会の中、災害時に行政の

マンパワーとスキルだけで被災者支援を担うことは難しいことから、専門性を

持つＮＰＯ等のボランティアや企業等の多様な主体が、被災者支援の担い手と

して、その能力を有効に発揮できる体制を整備する必要がある。

◯ このような民間団体や企業等による被災者支援活動を促進するためには、都

道府県レベルで、多様な被災者支援の担い手間の連携、情報共有が重要であ

り、このような役割（コーディネーション）を担う中間支援組織等の体制整備や

強化が必要である。

◯ また、被災者支援の実態を調査し、中間支援組織等に求められる機能や活動

の現状を把握することで、効率的で質の高い被災者支援の実現を目指す。

事業概要・目的
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３
実
施
主
体

２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム

１
事
業
の
目
的

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
・
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
活
動
支
援
事
業

医
政
局
地
域
医
療
計
画
課
（
内
線

25
48
）

令
和
５
年
度
予
算
案

4百
万
円
（

4百
万
円
）

※（
）内

は
前
年
度
当
初
予
算
額

○
都
道
府
県
か
ら
の
要
請
に
基
づ
き
被
災
地
に
出
動
し
た
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
の
活
動
に
係
る
費
用
は
、

・
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
た
地
域
で
活
動
し
た
場
合
は
、
同
法
に
よ
り
費
用
支
弁

・
同
法
が
適
用
さ
れ
な
い
航
空
機
・
列
車
事
故
な
ど
の
事
故
災
害
は
、
本
事
業
（
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
活
動
支
援
事
業
）
に
よ
り
費
用
支
弁
を
行
っ
て
い
る
。

○
し
か
し
な
が
ら
、
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
が
都
道
府
県
庁
に
設
置
さ
れ
た
保
健
医
療
調
整
本
部
等
に
お
い
て
、
本
部
活
動
（
被
災
地
域
で
活
動
す
る
医
療
チ
ー
ム
の
派
遣
調

整
や
被
災
医
療
機
関
の
情
報
収
集
な
ど
）
に
従
事
し
た
場
合
の
費
用
は
、
災
害
救
助
法
や
本
事
業
の
い
ず
れ
に
お
い
て
も
費
用
支
弁
の
対
象
と
な
っ
て
い
な
い
。

○
近
年
の
災
害
で
は
、
災
害
現
場
で
の
医
療
活
動
に
加
え
、
保
健
医
療
調
整
本
部
等
で
の
業
務
が
増
加
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
の
本
部
活
動
に
係
る

費
用
を
補
助
対
象
に
追
加
す
る
。

※
活
動
実
績
は
、
別
添
「
参
考
資
料
」
の
通
り

ま
た
、
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
と
同
様
に
、
厚
生
労
働
省
が
養
成
し
て
い
る
災
害
派
遣
精
神
医
療
チ
ー
ム
（
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
）
先
遣
隊
に
つ
い
て
は
、
事
故
災
害
で
の
活
動
費
用

は
本
事
業
の
対
象
と
し
て
い
な
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
本
事
業
の
補
助
対
象
経
費
に
追
加
す
る
。

○
拡
充
内
容

①
保
健
医
療
調
整
本
部
等
に
お
い
て
、
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
・
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
先
遣
隊
が
活
動
し
た
場
合
の
費
用
を
追
加
。

②
近
年
の
被
災
地
に
お
け
る

D
PA

Tの
活
動
の
重
要
性
に
鑑
み
、

D
PA

Tの
活
動
に
係
る
費
用
を
追
加
。

③
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
、
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
先
遣
隊
が
活
動
中
の
事
故
等
に
よ
り
負
傷
し
た
場
合
に
備
え
る
た
め
に
加
入
す
る

「
保
険
料
」
を
追
加
。

○
対
象
経
費
等

【
対
象
経
費
】
・
航
空
機
や
列
車
の
事
故
な
ど
、
災
害
救
助
法
が
適
用
さ
れ
な
い
事
故
現
場
で
医
療
活
動
を

行
っ
た

D
M

AT
や

D
PA

T先
遣
隊
に
係
る
経
費

・
災
害
救
助
法
の
適
用
の
有
無
に
か
か
わ
ら
ず
、
本
部
活
動
を
行
っ
た

D
M

AT
や

D
PA

T先
遣
隊
に

係
る
経
費

【
補
助
率
】
１
／
２
（
国
１
／
２
、
都
道
府
県
１
／
２
）

○
都
道
府
県
か
ら

D
M

AT
指
定
医
療
機
関
、

D
PA

T指
定
医
療
機
関
と
し
て
指
定
を
受
け
た

病
院
の
開
設
者
及
び
被
災
都
道
府
県
等
か
ら
要
請

を
受
け
た
都
道
府
県
。
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【
参
考
１
】
災
害
時
に
お
け
る
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
の
主
な
本
部
活
動
実
績

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
・
Ｄ
Ｐ
Ａ
Ｔ
活
動
支
援
事
業

医
政
局
地
域
医
療
計
画
課
（
内
線

25
48
）

○
平
成

28
年
熊
本
地
震

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
チ
ー
ム

84
名
：
急
性
期
の
指
揮
系
統
の
立
ち
上
げ
や
災
害
医
療
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
活
動
を
補
助

○
平
成

30
年
７
月
豪
雨
【
高
梁
川
（
岡
山
県
）
や
久
米
川
（
愛
媛
県
）
の
氾
濫
、
土
石
流
の
発
生
（
広
島
県
）
な
ど
】

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
チ
ー
ム

48
名
：
岡
山
県
、
愛
媛
県
、
広
島
県
に
お
い
て
本
部
活
動
に
従
事

○
平
成

30
年
北
海
道
胆
振
東
部
地
震

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
チ
ー
ム

59
名
：
東
胆
振
東
部
３
町
医
療
救
護
保
健
医
療
調
整
本
部
等
で
本
部
活
動
に
従
事

○
令
和
元
年
東
日
本
台
風

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
チ
ー
ム

81
名
：
宮
城
県
、
福
島
県
、
栃
木
県
、
埼
玉
県
、
長
野
県
、
静
岡
県
の
県
庁
で
の
本
部
活
動
に
従
事

○
令
和
元
年

房
総
半
島
台
風

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
チ
ー
ム

59
名
：
千
葉
県
庁
で
の
本
部
活
動
に
従
事

○
令
和
２
年
７
月
豪
雨
【
球
磨
川
（
熊
本
県
）
の
氾
濫
】

Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ッ
ク
チ
ー
ム

74
名

、
D

PA
T９

隊
：
熊
本
県
庁
で
の
本
部
活
動
に
従
事

【
参
考
２
】
事
故
災
害
に
お
け
る
Ｄ
Ｍ
Ａ
Ｔ
の
主
な
活
動
実
績

○
平
成

24
年

12
月

中
央
高
速
自
動
車
道
笹
子
ト
ン
ネ
ル
天
井
崩
落
事
故

・
山
梨
県
立
中
央
病
院
等
か
ら

D
M

AT
を
派
遣
（
３
チ
ー
ム
程
度
）

○
平
成

26
年
５
月

姫
路
港
沖
タ
ン
カ
ー
火
災
事
故

・
赤
穂
市
民
病
院
か
ら

D
M

AT
を
派
遣
（
１
チ
ー
ム
）

○
平
成

28
年
１
月

軽
井
沢
ス
キ
ー
ツ
ア
ー
バ
ス
転
落
事
故

・
前
橋
赤
十
字
病
院
か
ら

D
M

AT
を
派
遣
（
２
チ
ー
ム
）

○
令
和
３
年

12
月

大
阪
府
診
療
内
科
ク
リ
ニ
ッ
ク
火
災

・
大
阪
府
済
生
会
千
里
病
院
か
ら

D
M

AT
を
派
遣
（
１
チ
ー
ム
）

令
和
５
年
度
予
算
案

4百
万
円
（

4百
万
円
）

※（
）内

は
前
年
度
当
初
予
算
額
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被
災
高
齢
者
等
把
握
事
業

地
震
、台

風
及
び
豪
雨
等
の
自
然
災
害
に
お
け
る
被
災
者
の
孤
立
防
止
等
の
た
め
、被

災
生
活
に
よ
り状

態
の
悪
化

が
懸
念
され
る
在
宅
高
齢
者
等
に
対
して
、個

別
訪
問
等
に
よ
る
早
期
の
状
態
把
握
、必

要
な
支
援
の
提
供
へ
の
つ
な
ぎ

等
、支

援
の
届
か
な
い
被
災
者
を
つ
くら
な
い
取
組
を
一
定
期
間
、集

中
的
に
実
施
す
る
こと
を
目
的
とす
る
。

※
被
災
生
活
に
よ
り状

態
の
悪
化
が
懸
念
され
る
在
宅
高
齢
者
等
に
対
し、
支
援
の
届
か
な
い
被
災
者
を
つ
くら
な
い
こと

を
目
的
とし
て
、災

害
の
発
生
よ
り概

ね
３
か
月
以
内
の
間
で
集
中
的
に
行
う事

業
。（

そ
れ
以
降
は
既
存
の
一
般
施

策
活
用
す
る
こと
を
想
定
。）

○
実
施
主
体
：
災
害
救
助
法
の
適
用
を
受
け
た
都
道
府
県
、指

定
都
市
、中

核
市
及
び
市
町
村

※
民
間
団
体
（
介
護
支
援
専
門
員
等
の
職
能
団
体
等
）
へ
委
託
可

○
補
助
率

：
①
特
定
非
常
災
害
の
指
定
が
あ
る
場
合

１
０
／
１
０

②
上
記
以
外
の
場
合

１
／
２

事
業
内
容

令
和
５
年
度
予
算
案
：
２
４
億
円
の
内
数

※
在
宅
福
祉
事
業
費
補
助
金
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２
事
業
概
要
・
ス
キ
ー
ム

１
事
業
の
目
的

災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
構
築
推
進
等
事
業

社
会
・
援
護
局
福
祉
基
盤
課

（
内
線

28
64
）

○
東
日
本
大
震
災
に
お
け
る
被
災
地
支
援
の
経
験
、
課
題
等
を
踏
ま
え
、
要
配
慮
者
（
高
齢
者
・
障
害
者
な
ど
支
援
が
必
要
な
方
々
）
に
対
し
機
動
的
・

能
動
的
な
福
祉
支
援
が
行
え
る
よ
う
、
都
道
府
県
単
位
で
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
を
構
築
し
、
災
害
対
策
の
強
化
を
図
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

○
こ
の
た
め
、
迅
速
に
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
（

D
W

AT
）
を
派
遣
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
派
遣
リ
ス
ト
の
整
備
や
、
災
害
時
の
支
援
に
係
る
研
修
・

訓
練
の
実
施
な
ど
、
各
都
道
府
県
が
行
う
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築
に
必
要
な
取
組
を
支
援
し
、
全
国
的
な
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

の
体
制
構
築
を
推
進
す
る
。

災 害 時 の 福 祉 支 援 体 制 の 強 化

国

都 道 府 県

補
助

＜
実

施
主

体
＞

都
道

府
県

又
は

都
道

府
県

が
適

当
と
認

め
る
民

間
団

体

連
携

体
制

充
実

事
業

基
本

事
業

災
害

対
応

力
向

上
事

業

●
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
事
務
局
の
運
営

●
D

W
A

T
の
組
成

●
災
害
時
の
支
援
体
制
検
討
・
構
築

●
普
及
・
啓
発

●
他
都
道
府
県
と
の
情
報
交
換

等

●
保
健
医
療
分
野
も
含
め
た
一
体
的
支
援
体
制
の
検
討
・
構
築

●
受
援
体
制
の
検
討
・
構
築

●
市
町
村
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
へ
の
参
画
と
連
携
体
制
の
検
討
・
構

築
等

＜
補

助
率

＞
定

額
補

助

●
災
害
福
祉
支
援
コ
ー
デ
ィ
ネ
ー
タ
ー
の
配
置

●
保
健
医
療
活
動
チ
ー
ム
と
の
合
同
研
修
・
訓
練

体
制

強
化

事
業

※
1
回

限
り
の

補
助

●
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
本

部
の

体
制

整
備

●
被

災
状

況
把

握
の

た
め

の
シ
ス
テ
ム
作

り

１
．
災
害
福
祉
支
援
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
と
は

災
害
時
に
お
い
て
、
災
害
時
要
配
慮
者
の
福
祉
ニ
ー
ズ
に
的
確
に
対
応
し
、
避
難
生
活
中
に
お
け
る
生
活
機
能
の
低
下
等
の
防
止
を
図
る
た
め
、
各
都
道
府
県
に
お
い
て
、

一
般
避
難
所
で
災
害
時
要
配
慮
者
に
対
す
る
福
祉
支
援
を
行
う
「
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
」
を
組
成
す
る
と
と
も
に
、
一
般
避
難
所
へ
こ
れ
を
派
遣
す
る
こ
と
等
に
よ
り
、
必

要
な
支
援
体
制
を
確
保
す
る
た
め
の
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

２
．
災
害
派
遣
福
祉
チ
ー
ム
と
は

社
会
福
祉
士
や
介
護
福
祉
士
等
の
多
職
種
か
ら
構
成
さ
れ
、
一
般
避
難
所
に
お
け
る
災
害
時
要
配
慮
者
に
対
し
、
①
他
の
福
祉
避
難
所
等
へ
の
誘
導
、
②
ア
セ
ス
メ
ン
ト
、

③
食
事
、
ト
イ
レ
介
助
等
の
日
常
生
活
上
の
支
援
、
④
相
談
支
援
、
⑤
避
難
所
内
の
環
境
整
備
等
の
福
祉
支
援
を
実
施

令
和
５
年
度
当
初
予
算
案

生
活
困
窮
者
就
労
準
備
支
援
事
業
費
等
補
助
金

1.
0億

円
（

1.
0億

円
）

※（
）内

は
前
年
度
当
初
予
算
額

13



２
事
業
の
概
要
・
ス
キ
ー
ム

１
事
業
の
目
的

被
災
者

見
守
り

・
相
談

支
援
等

事
業

社
会
・
援
護
局
地
域
福
祉
課
（
内
線

22
19
）

令
和
５
年
度
予
算
案

10
億
円
（

13
億
円
）
※（

）内
は
前
年
度
当
初
予
算
額

被
災
者
は
災
害
救
助
法
に
基

づ
く
応

急
仮

設
住

宅
に
入

居
す
る
な
ど
、
被

災
前

と
は

大
き
く
異

な
っ
た
環

境
に
置

か
れ

る
こ
と
と
な
る
。
こ
の
よ
う
な
被
災
者

が
、
そ
れ
ぞ
れ
の

環
境

の
中
で
安
心
し
た
日

常
生

活
を
営

む
こ
と
が

で
き
る
よ
う
、
孤

立
防

止
等

の
た
め
の

見
守

り
支

援
や

、
日

常
生

活
上

の
相
談
を
行
っ
た
う
え
で
被
災
者
を
各

専
門
相

談
機

関
へ

つ
な
ぐ
等
の
支
援
を
行
う
。

（
令
和
４
年
度
時
点
で
事
業

を
実

施
し
て
い
る
災

害
：
熊

本
地

震
、
平

成
3
0
年

７
月

豪
雨

、
令

和
元

年
台

風
1
9
号

、
令

和
２
年

７
月
豪
雨
、
令
和

３
年

７
月

１
日
か
ら
の
大
雨
）
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背
景

・
課

題

○
浸
⽔
想
定
区
域
の
拡
⼤

一
時
避
難
場
所
整
備
緊
急
促
進
事
業

近
年

の
水

害
の

激
甚

化
・
頻

発
化

や
浸

水
想

定
区

域
の

拡
大

を
踏

ま
え
、
水

害
時

の
一

時
避

難
場

所
の

整
備

を
拡

大
・
加

速
す
る

た
め
、
避

難
者

の
受

入
人

数
及

び
耐

震
性

に
関

す
る
補

助
要

件
の

緩
和

を
行

う
。

○
⺠
間
建
築
物
等
に
お
け
る
避
難
場
所
確
保
の
必
要
性

防
災
備
蓄
倉
庫

⾮
常
⽤
発
電
機

マ
ン
ホ
ー
ル
トイ
レ

受
⼊
ス
ペ
ー
ス

耐
震
性
貯
⽔
槽

受
⼊
関
連
施
設

⽌
⽔
板

○
補
助
要
件

事
業

概
要

○
補
助
対
象
費
⽤

避
難
者
を
受
け
⼊
れ
る
た
め
に
付
加
的
に
必
要
とな
る
以
下
の
施
設
等
の
整
備
に
要
す
る
費
⽤
(掛
か
り増

し費
⽤
)を
⽀
援
。

⽔
防
法
の
改
正
(R
3年

7⽉
施
⾏
)に
よ
り、
⼤

河
川
以
外
の
⼀
級
河
川
及
び
⼆
級
河
川
を
洪

⽔
浸
⽔
想
定
区
域
の
指
定
対
象
に
追
加
。

公
的
施
設
と併

せ
て
⺠
間
建
築
物
も
活

⽤
し、
幅
広
く⽔
害
時
の
⼀
時
避
難
場

所
の
確
保
を
進
め
る
こと
が
必
要
。

○
⽔
害
の
激
甚
化
・頻
発
化

近
年
、豪

⾬
災
害
が
激
甚
化
･頻
発
化
し、
各
地
で
甚
⼤
な
被
害
が
発
⽣
。

平
成
30
年
7⽉

豪
⾬

死
者
・⾏
⽅
不
明
者
︓
27
1名

建
物
全
壊
︓
67
83
棟

被
害
額
︓
1.
2兆

円

令
和
元
年
東
⽇
本
台
⾵

死
者
・⾏
⽅
不
明
者
︓
10
8名

建
物
全
壊
︓
32
29
棟

被
害
額
︓
1.
9兆

円

令
和
2年

7⽉
豪
⾬

死
者
・⾏
⽅
不
明
者
︓
86
名

建
物
全
壊
︓
16
20
棟

被
害
額
︓
60
00
億
円

岡
⼭
県
倉
敷
市
真
備
町

⻑
野
県
⻑
野
市

球
磨
川
の
堤
防
決
壊

洪
⽔
浸
⽔
想
定
区
域
図
(浸
⽔
継
続
時
間
)

出
典
︓
国
⼟
交
通
⽩
書
等

出
典
︓
江
東
５
区
⼤
規
模
⽔
害
ハ
ザ
ー
ドマ
ップ

地
⽅
公
共
団
体
と避

難
者
の
受
⼊
に
関
す
る
協
定
を
締
結
す
る
オ
フィ
ス
ビル
、商

業
施
設
、マ
ン
シ
ョン
等

○
対
象
建
築
物

令
和

５
年

度
当

初
予

算
案

：
地

域
防

災
拠

点
建

築
物

整
備

緊
急

促
進

事
業

（
1
1
2
億

円
）
の

内
数

拡
充

○
補
助
率

・⺠
間
事
業
者
が
整
備
主
体
の
場
合

︓
国
2/
3、
地
⽅
1/
3

・地
⽅
公
共
団
体
が
整
備
主
体
の
場
合
︓
国
1/
2

○
事
業
期
間

令
和
3年

度
〜
令
和
5年

度

・2
0⼈

以
上
の
避
難
者
を
受
け
⼊
れ
る
協
定
を
地
⽅
公
共
団
体
と締

結
す
る
こと

・耐
震
性
を
有
す
る
こと

・浸
⽔
想
定
区
域
等
の
区
域
⼜
は
そ
の
隣
接
す
る
区
域
で
整
備
す
る
こと

・通
常
在
館
者
分
と避

難
者
分
の
⾷
料
・⽔
等
を
３
⽇
分
備
蓄
可
能
で
あ
る
こと

等

耐
震
等
級
２
以
上
→
建
築
基
準
法
適
合

（
津
波
に
関
す
る
避
難
場
所
の
新
築
に
つ
い
て
は
、耐
震
等
級
２
以
上
）

避
難
者
の
受
⼊
⼈
数
（
下
限
）
︓
10
0⼈

以
上
→
20
⼈
以
上

拡
充

拡
充
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災
害
復
興
住
宅
融
資
・
災
害
予

防
系
融
資

[
住
宅
金
融
支
援
機
構
]

継
続

令
和

５
年

度
当

初
予

算
案

：
1
5
.2
億

円
（
出

資
金

）

災
害
復
興
住
宅
融

資

災
害
予
防
系
融
資

地
す
べ
り
等
関
連
住
宅
融
資

宅
地
防
災
工
事
融
資

融
資
対
象

災
害
に
よ
り

滅
失

・
損

傷
し
た
住

宅
の

復
旧

レ
ッ
ド
ゾ
ー
ン

※
1

か
ら
の
移
転
等

擁
壁

の
設

置
な
ど
の

宅
地

防
災
工
事

融
資
限
度
額

建
設

（
土
地
取
得
あ
り
）

3,
70

0
万

円
建

設
（
土
地
取
得
あ
り
）

3,
70

0 
万

円

1,
19

0 
万

円

購
入

購
入

建
設

（
土

地
取

得
な
し
）

2,
70

0 
万

円

建
設

（
土

地
取

得
な
し
）

2,
70

0 
万

円

補
修

1,
20

0 
万

円

返
済
期
間

３
５

年
以
内

３
５

年
以

内
２
０

年
以
内

高
齢
者
向
け

返
済
特
例

※
2

あ
り

あ
り

あ
り

頻
発

す
る
地

震
・
風

水
害

な
ど
の

災
害

へ
の

備
え
を
強

化
す
る
た
め
、
被

災
者

の
早

期
の

自
宅

再
建

を
支

援
す
る
た
め
の

「
災

害
復

興
住

宅
融

資
」
や

、
住

宅
の

移
転

な
ど
の

事
前

対
策

を
支

援
す
る
た
め
の

「
災

害
予

防
系

融
資

」
を
低

利
で
提

供
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
被

災
者

や
事

前
対

策
を
行

う
者

へ
の

支
援

を
行

う
。

※
1

急
傾
斜
地
の
崩
壊
や
地
す
べ
り
な
ど
の
土
砂
災
害
の
お
そ
れ
が
あ
る
も
の
と
し
て
都
道
府
県
が
指
定
し
た
区
域

※
2

自
宅
再
建
等
の
た
め
の
資
金
調
達
が
困
難
な
高
齢
者
に
対
し
て
、
月
々
の
返
済
額
を
利
息
分
の
み
と
し
て
負
担
を
軽
減
す
る
特
例
制
度

本 来 の 金 利

実 際 の 金 利

被
災
者
等
の
居
住
の
安
定
を

確
保
す
る
観
点
か
ら
、

低
利

な
融

資
を
提

供
す
る
。
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